
 
 

本部町公共下水道地方公営企業法適用支援業務プロポーザル実施要領 

 

１．要旨 

本要領は、本部町公共下水道地方公営企業法適用支援業務の受託候補者を技術資料等

により特定するために必要な手続きについて定めるものとする。 

 

２．業務内容 

（１）業務名 

「本部町公共下水道地方公営企業法適用支援業務」 

（２）業務目的 

本部町公共下水道地方公営企業法適用支援業務（以下「本業務」という。）は、本

部町公共下水道事業に地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号。）するにあたり、

公営企業会計システム導入業務、法適用移行事務支援業務、例規整備支援業務その他

法適用において必要となる業務の支援を行い、貸借対照表や損益計算書等の財務諸

表の作成等を通じて、自らの経営・資産等を正確に把握し、必要な住民サービスを将

来にわたり安定的に提供することを目的とするものである。 

（３）業務内容 

別添「本部町公共下水道地方公営企業法適用支援業務仕様書」（以下「仕様書」と

いう。）を参照。※仕様書は本部町ホームページからダウンロードできる。 

（４）業務期間 

本業務の業務期間は、業務委託契約締結の翌日から令和５年３月１６日までとする。 

 

３．見積限度額 

年額 ￥7,280,000 円（税抜き） 

見積の対象とする作業は、仕様書第２６条（作業の実施年度）の表中、「実施年度」

の項において、「令和４年度」と記載のある作業の内、令和４年度分とすること。 

ただし、「９.技術資料の作成」定める技術資料については、令和４年度及び令和５年

度の作業を対象とすること。 

 

４．実施形式 

公募型プロポーザル方式 

 

５．参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）本部町から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て及び民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされて



 
 

いる者でないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する団体等

との関わりがないこと。 

 

６．募集内容 

本プロポーザルに参加しようとする者は、次のとおり、参加を申し込み、町は当該申

請者の資格を審査し、その結果を当該申込者に通知するものとする。なお、この申し込

みをしていない者から、以後の技術資料提出及びヒアリングは受け付けない。 

（１）プロポーザル参加申込書の提出 

①提出書類：ア 参加申込書（様式１） 

※様式(Word 形式)は本部町ホームページからダウンロードできる。 

イ ８４円切手を貼付した長形３号(120mm×235mm)の返信用封筒 

②提出部数：１部 

③提出期限：令和４年６月２７日（月）17 時 00 分まで 

④提出場所：本部町字東５番地（本部町役場２階） 

本部町上下水道課 施設班 

※受付時間は平日８：３０～１２：００，１３：００～１７：００ 

⑤提出方法：持参に限る。 

（２）参加資格審査結果の通知 

①通知日：令和４年６月３０日（月） 

②通知内容：審査結果（参加資格を有する者については、これに加えてヒアリング

の詳細） 

③通知方法：全参加希望者に書面で通知する。 

④結果に対する理由説明：参加資格を有しないと認められた者は、その理由につい

て次のとおり書面（様式は任意とする。）で町長に説明を求めることができる。

この場合において、説明を求められたときは、町長は速やかに書面でその理由を

説明するものとする。 

ア 提出期限：令和４年７月４日（月）17 時 00 分まで 

イ 提出場所：上記６．（１）④と同じ 

ウ 提出方法：持参に限る。 

 

７．質問および回答 

本実施要領、仕様書、提出する書類について質問があるときは、次のとおり質問を受

け付け、その質問に対して回答する。 

（１）質問 

①提出書類：質問書（任意様式） 

②提出期限：令和４年７月７日（木）17 時 00 分まで 

③提出方法： 電子メールに限る。なお、電子メールを送信したときは、必ず送信し



 
 

たことを電話にて連絡すること。 

④電子メールアドレス及び電話番号 

ア 電子メールアドレス：shisetu＠town.motobu.okinawa.jp 

イ 電話番号：０９８０－４７－５５１５ 

ウ 連絡先：本部町上下水道課 施設班 

（２）回答 

①回答期限：令和４年７月１１日（月）17 時 00 分までを予定。 

②回答方法：回答は、電子メールとし、回答できるものから順次回答する。また、

すべての質問に対する回答を参加者全員に行う。質問者名は明記しない。 

 

８．辞退届の受付 

本プロポーザルを辞退しようとする者は、次のとおり辞退届を町長に提出するものと

する。なお、辞退したことを理由として、今後、町の行う業務に不利な取り扱いをされ

ることはない。 

（１）提出書類：辞退届（様式２） 

※様式(Word 形式)は本部町ホームページからダウンロードできる。 

（２）提出部数：１部 

（３）提出期限：令和４年７月８日（金）17 時 00 分まで 

※技術資料の提出期限と異なるので注意すること。 

（４）提出場所：上記６．（１）④と同じ 

（５）提出方法：持参に限る。 

 

９．技術資料の作成 

提出する技術資料は、以下の内容を含むものとする。用紙サイズはＡ４版、使用する

言語は日本語、金銭に用いる通貨は日本円、計量単位は計量法に定めるものとする。形

式は自由かつ枚数に制限はないが、各項目について、簡潔に分かりやすくかつ具体的な

内容を記載すること。 

 

〈以下、次ページまで余白〉 

  



 
 

（技術資料の内容） 

（１）受託実績（１）受託実績（１）受託実績（１）受託実績等等等等    

①沖縄県内の地方自治体（本部町を除く）における上水道、簡易水道又は下水道地

方公営企業法適用支援業務の元請としての受託実績が有る場合は、発注自治体、

業務名称、受注期間を最大 5 件まで記載する。また、それらが確認できる部分の

契約書の写しを添付すること。 

（２）業務の（２）業務の（２）業務の（２）業務の基本方針基本方針基本方針基本方針についてについてについてについて    

本業務の履行にかかる基本的な考え方、方針、取り組みについて記載する。 

（（（（３３３３）組織体制）組織体制）組織体制）組織体制・人員配置計画について・人員配置計画について・人員配置計画について・人員配置計画について    

業務の実施体制、人員配置計画、配置予定者の資格・経験について記載する。 

（（（（４４４４）業務の）業務の）業務の）業務の実施方法等実施方法等実施方法等実施方法等    

下記についてそれぞれ記載する。 

①公営企業会計システム導入業務について 

②法適用移行事務支援業務について 

③例規整備支援業務について 

（（（（５５５５）業務）業務）業務）業務見積書見積書見積書見積書    

本業務の年額（税抜き）を見積書にして提出する。 

 

10．技術資料の提出 

（１）提出期限：令和４年７月１１日（月）17 時 00 分まで 

（２）提出物と提出部数： 

①技術資料提出届（様式３） １部 

※様式(Word 形式)は本部町ホームページからダウンロードできる。 

②上記９により作成した技術資料（業務見積書を除く） 正本１部、副本 4 部 

③上記９により作成した業務見積書（封筒に入れ封をする） １部 

④会社概要（パンフレット可） 正本１部、副本 4 部 

⑤８４円切手を貼付した長形３号(120mm×235mm)の返信用封筒 １式 

⑥なお、部数が足りないなど提出物に不備がある場合は受理しない。 

（４）提出場所：上記６．（１）④と同じ 

（５）提出方法：持参に限る。 

 

11．ヒアリング 

上記６．（２）により参加資格を有すると通知を受け、かつ上記９の技術資料を期限

内に提出した者について、下記によりヒアリングを行う。 

（１）日時：令和４年７月１５日（金）11 時 00 分から順次 

（２）場所：本部町役場（２階）２－２会議室 

（３）参加できる者：４名以内とする。 

（４）内容：技術資料の内容ほか、本業務を遂行する上で必要な質疑応答を行う。 



 
 

（５）時間：各者１５分～３０分程度 

（６）追加資料：ヒアリング時の追加資料は認めない。ただし、町が追加資料の提出を

求めたものについてはその限りではない。 

（７）その他：ヒアリングの詳細（ヒアリングの集合時間や順番、控室などの追加情報）

については、上記６．（２）の通知時に行う予定である。また、変更があった際は、

その都度連絡する。 

 

12．評価基準について 

技術資料及びヒアリングの評価項目並びに配点は、（別表）のとおりとする。 

 

13．特定者の決定について 

（１）通知日：令和 4 年７月１９日（火）付※予定 

（２）通知内容：特定の結果 

（３）通知方法：ヒアリングの参加者全員に書面を郵送により通知する。 

（４）結果に対する理由説明：特定されなかった者は、その理由について次のとおり書

面（様式は任意とする。）で町長に説明を求めることができる。この場合において、

説明を求められたときは、町長は速やかに書面でその理由を説明するものとする。 

① 提出期限：令和 4 年 7 月２５日（金）17 時 00 分まで 

② 提出場所：上記６．（１）④と同じ 

③ 提出方法：持参に限る。 

（５）特定結果に対する異議は、一切受け付けない。 

 

14．契約の締結 

特定者決定の後、特定された者と契約の交渉を行う。なお、技術資料やヒアリングの

内容が無効と認められる場合や契約交渉が不調になる等、契約締結に至らない場合は、

次順位者とした者と契約締結の交渉を行う場合がある。 

 

15．提出書類の取扱い 

提出書類は次のように取り扱う。 

（１）技術資料等の書類作成及びヒアリング参加など、本プロポーザル参加に要する経

費は、全て参加者の負担とする。 

（２）提出された書類等は、返却しない。 

（３）提出された書類等は、提出者に無断で本プロポーザル以外に使用しない。 

（４）提出された書類等は、審査及び説明のために、その写しを作成し、使用すること

ができるものとする。 

（５）本プロポーザルに係る提出書類について、当該書類の受理後においては、差替え、

追加、削除等は一切認めない。ただし、町が必要とする場合は、追加資料の提出を

求める場合がある。 



 
 

 

16．技術資料及び参加資格の無効等 

次のいずれかに該当する場合は、提出された技術資料等を無効とし、本プロポーザル

の参加資格を喪失するものとする。 

（１）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（２）審査の公平性を害する行為があった場合 

（３）審査員または関係者に本企画に対する助言を求めた場合 

（４）提出期日を過ぎて提出された場合 

（５）提案する見積額が限度額を超える場合 

（６）本実施要領に示された参加資格を満たさなくなった場合 

 

17．事務局 

本部町上下水道課 施設班 

〒９０５－０２９２ 沖縄県国頭郡本部町字東５番地 

電 話 ０９８０－４７－５５１５ 

ＦＡＸ ０９８０－４７－４９３９ 

電子メールアドレス shisetu＠town.motobu.okinawa.jp 

 

〈以下、次ページまで余白〉 

  



 
 

（別表：要領 12 関係）評価項目及び配点 

審査項目 配点 

（１）受託実績等 ①沖縄県内の地方自治体における上水道、簡易水道又

は下水道地方公営企業法適用支援業務（公営企業会計

システム導入業務、法適用移行事務支援業務、例規整

備支援業務を全て含む 1 自治体あたり 3 点） 

の受託実績 

15 15 

（２）業務の基本方針 15 15 

（３）組織体制・人員配置計画 10 10 

（４） 

業務の実施方法等 

①公営企業会計システム導入業務について 15 

45 ②法適用移行事務支援業務について 15 

③例規整備支援業務について 15 

（５） 

業務見積書 

下記の算定式により得点を付与する。なお、得点は小数

点以下第２位を四捨五入し、小数点第１位までを取扱

う。 

15点 ×
��見積限度額� − (評価対象者の見積額)


��見積限度額� − (全評価者中の最低見積額)

 

15 15 

(合計) 100 100 

※上表『審査項目』は概要のみの記載であり、詳細は上記９で確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（様式１） 

 

令和  年  月  日 

 

本部町長 あて 

 

（申込者） 

住 所： 

名 称： 

代表者：           印 

 

参 加 申 込 書 

 

本部町公共下水道地方公営企業法適用支援業務について、同業務プロポーザル実施要

領５．参加資格に該当しますので、参加を申し込みます。 

 

 

以後の連絡は、下記あてにお願いします。 

 

担当者 

氏 名  

所 属  

役 職  

郵 便 番 号  

住 所  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

電 子 メ ー ル  

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（様式２） 

 

令和  年  月  日 

 

本部町長 あて 

 

（申込者） 

住 所： 

名 称： 

代表者：           印 

 

辞 退 届 

 

令和  年  月  日付で参加申込みをした本部町公共下水道地方公営企業法適用

支援業務に係るプロポーザルについては、参加を辞退します。 

 

 

 

担当者 

□参加申込時と同じです。（チェックで記載を省略可能） 

氏 名  

所 属  

役 職  

郵 便 番 号  

住 所  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

電 子 メ ー ル  

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（様式３） 

 

令和  年  月  日 

 

本部町長 あて 

 

（提出者） 

住 所： 

名 称： 

代表者：           印 

 

技術資料提出届 

 

本部町公共下水道地方公営企業法適用支援業務について、同業務プロポーザル実施要

領に基づき下記のとおり技術資料を提出いたします。 

 

記 

 

１．技術資料（業務見積書を除く）・・・正本１部、副本４部 

２．業務見積書・・・封筒入り１部 

３．会社概要・・・正本１部、副本４部 

４．返信用封筒・・・１式 

 

 

 

担当者 

□参加申込時と同じです。（チェックで記載を省略可能） 

氏 名  

所 属  

役 職  

郵 便 番 号  

住 所  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

電 子 メ ー ル  



 
 

 


